
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　発信装置付き電力量計から出力される電力量パルスを入力とし電力量を計量する外部パ
ルス入力計量手段と、低圧側全ての各フィーダの電圧と電流とから各フィーダ電力量を内
部計量し、前記フィーダ電力量を全て合算することで電力量を計量する低圧電力量合算計
量手段と、前記外部パルス入力計量手段と前記低圧電力量合算計量手段の１つを選択する
電力量計量選択手段と、この電力量計量選択手段により選択された電力の計量値からデマ
ンド電力演算を行うデマンド電力演算手段とを備えたデマンド監視装置。
【請求項２】
　高圧側の電圧と電流とから電力量を計量する高圧内部計量手段と、低圧側全ての各フィ
ーダの電圧と電流とから各フィーダ電力量を内部計量し、前記フィーダ電力量を全て合算
することで電力量を計量する低圧電力量合算計量手段と、前記高圧内部計量手段と前記低
圧電力量合算計量手段の１つを選択する電力量計量選択手段と、この電力量計量選択手段
により選択された電力の計量値からデマンド電力演算を行うデマンド電力演算手段とを備
えたデマンド監視装置。
【請求項３】
　発信装置付き電力量計から出力される電力量パルスを入力とし電力量を計量する外部パ
ルス入力計量手段と、高圧側の電圧と電流とから電力量を計量する高圧内部計量手段と、
低圧側全ての各フィーダの電圧と電流とから各フィーダ電力量を内部計量し、前記フィー
ダ電力量を全て合算することで電力量を計量する低圧電力量合算計量手段と、前記外部パ
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ルス入力計量手段，前記高圧内部計量手段および前記低圧電力量合算計量手段のいずれか
１つを選択する電力量計量選択手段と、この電力量計量選択手段により選択された電力の
計量値からデマンド電力演算を行うデマンド電力演算手段とを備えたデマンド監視装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、電力量からデマンド電力演算を行うデマンド監視装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来は、図５のようにしてデマンド監視を行っていた。
図５において、７２はトランス，７３は計器用変圧器（以下、ＰＴと称す），７４は変流
器（以下、ＣＴと称す）でいずれも交流電路に接続されている。
７５はＰＴ７３およびＣＴ７４の出力に接続した発信装置付き電力量計，７６は発信装置
付き電力量計７５の出力に接続した電力量パルス入力部，７７は電力量パルス入力部７６
の出力に接続した電力量パルス入力計量部，７８は電力量パルス入力計量部７７の出力に
接続したデマンド電力演算手段で、電力量パルス入力部７６，電力量パルス入力計量部７
７およびデマンド電力演算手段７８によってデマンド監視装置が構成されている。
【０００３】
この構成において、発信装置付き電力量計７５は、ＰＴ７３からの電圧入力とＣＴ７４か
らの電流入力により電力量を計量し、電力量に応じたパルスを出力し、その電力量パルス
をデマンド監視装置にて受信してデマンド電力演算を行い、デマンド監視を行う。
デマンド監視装置では、発信装置付き電力量計７５から出力された電力量パルスを電力量
パルス入力部７６で受信し、電力量パルス入力計量部７７で電力量を計量する。デマンド
電力演算手段７８は、電力量パルス入力計量部７７で計量された電力量からデマンド電力
演算を行う。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、上記の従来の構成では、発信装置付き電力量計または電力会社の取引用発信装置
付き電力量計（図示せず）からの電力量パルスを直接またはパルス受信用機器（図示せず
）を介するなどしてデマンド監視装置に入力するのが一般的である。
【０００５】
このため、電力会社の取引用発信装置付き電力量計や既設の発信装置付き電力量計７５の
電力量パルス入力を利用する場合には問題ないが、発信装置付き電力量計を必要としない
場合や、高圧側でＰＴ、ＣＴを必要としない場合でも、前記と同様の構成をとらなければ
ならず、いろいろな状況の設備実態に応じて柔軟な対応ができないという問題点を有して
いた。
【０００６】
この発明は、上記の従来の課題を解決するもので、電力量パルス入力を利用する場合や、
発信装置付き電力量計を必要としない場合や、ＰＴ，ＣＴを必要としない場合でも、同一
構成でいろいろな設備実態に応じて柔軟に対応できるデマンド監視装置を提供することを
目的とする。
【０００９】

　請求項 記載のデマンド監視装置は、発信装置付き電力量計から出力される電力量パル
スを入力とし電力量を計量する外部パルス入力計量手段と、低圧側全ての各フィーダの電
圧と電流とから各フィーダ電力量を内部計量し、前記フィーダ電力量を全て合算すること
で電力量を計量する低圧電力量合算計量手段と、前記外部パルス入力計量手段と前記低圧
電力量合算計量手段の１つを選択する電力量計量選択手段と、この電力量計量選択手段に
より選択された電力の計量値からデマンド電力演算を行うデマンド電力演算手段とを備え
たものである。
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【００１０】
　請求項 記載のデマンド監視装置によれば、外部パルス入力計量手段か低圧電力量合算
計量手段を、電力量計量選択手段で選択してデマンド電力演算を行うため、第１に外部パ
ルス入力計量手段を選択する例では、運用の１つとして、電力会社の取引用発信装置付き
電力量計のパルス入力を利用することが可能であり、したがって取引メータと差異のない
管理ができる。いま１つの運用として、既設の発信装置付き電力量計があれば、そのパル
スを入力するだけとなるので、入力配線は２芯入力線だけの工事となり、設置が容易であ
る。第２に低圧電力量合算計量手段を選択する例では、低圧の各フィーダの電力量を計量
し、さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高圧側でのＰＴ、ＣＴを不要とす
るものである。このようにいずれの電力量の計量手段でも電力量計量選択手段により選択
して１機種のデマンド監視装置でデマンド監視を行えるため、前記のいろいろな状況の設
備実態に応じて柔軟に対応できる。
【００１１】
　請求項 記載のデマンド監視装置は、高圧側の電圧と電流とから電力量を計量する高圧
内部計量手段と、低圧側全ての各フィーダの電圧と電流とから各フィーダ電力量を内部計
量し、前記フィーダ電力量を全て合算することで電力量を計量する低圧電力量合算計量手
段と、前記高圧内部計量手段と前記低圧電力量合算計量手段の１つを選択する電力量計量
選択手段と、この電力量計量選択手段により選択された電力の計量値からデマンド電力演
算を行うデマンド電力演算手段とを備えたものである。
【００１２】
　請求項 記載のデマンド監視装置によれば、高圧内部計量手段か低圧電力量合算計量手
段を、電力量計量選択手段で選択してデマンド電力演算を行うため、第１に高圧内部計量
手段を選択する例では、高圧のＰＴ、ＣＴより電圧、電流を入力する必要があるが、この
場合別途外付の発信装置付き電力量計を必要としなくなる。第２に低圧電力量合算計量手
段を選択する例では、低圧の各フィーダの電力量を計量し、さらにフィーダ電力量の合算
計量としてあるので、高圧側でのＰＴ、ＣＴを不要とするものである。このようにいずれ
の電力量の計量手段でも電力量計量選択手段により選択して１機種のデマンド監視装置で
デマンド監視を行えるため、前記のいろいろな状況の設備実態に応じて柔軟に対応できる
。
【００１３】
　請求項 記載のデマンド監視装置は、発信装置付き電力量計から出力される電力量パル
スを入力とし電力量を計量する外部パルス入力計量手段と、高圧側の電圧と電流とから電
力量を計量する高圧内部計量手段と、低圧側全ての各フィーダの電圧と電流とから各フィ
ーダ電力量を内部計量し、前記フィーダ電力量を全て合算することで電力量を計量する低
圧電力量合算計量手段と、前記外部パルス入力計量手段，前記高圧内部計量手段および前
記低圧電力量合算計量手段のいずれか１つを選択する電力量計量選択手段と、この電力量
計量選択手段により選択された電力の計量値からデマンド電力演算を行うデマンド電力演
算手段とを備えたものである。
【００１４】
　請求項 記載のデマンド監視装置によれば、外部パルス入力計量手段，高圧内部計量手
段および低圧電力量合算計量手段のいずれか１つを、電力量計量選択手段で選択してデマ
ンド電力演算を行うため、第１に外部パルス入力計量手段を選択する例では、運用の１つ
として、電力会社の取引用発信装置付き電力量計のパルス入力を利用することが可能であ
り、したがって取引メータと差異のない管理ができる。いま１つの運用として、既設の発
信装置付き電力量計があれば、そのパルスを入力するだけとなるので、入力配線は２芯入
力線だけの工事となり、設置が容易である。第２に高圧内部計量手段を選択する例では、
高圧のＰＴ、ＣＴより電圧、電流を入力する必要があるが、この場合別途外付の発信装置
付き電力量計を必要としなくなる。第３に低圧電力量合算計量手段を選択する例では、低
圧の各フィーダの電力量を計量し、さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高
圧側でのＰＴ、ＣＴを不要とするものである。このようにいずれの電力量の計量手段でも
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電力量計量選択手段により選択して１機種のデマンド監視装置でデマンド監視を行えるた
め、前記のいろいろなあらゆる状況の設備実態に応じて柔軟に対応できる。
【００１５】
【発明の実施の形態】
　以下、この発明の実施の形態について説明する。
　（ ）
　この発明の を図１により説明する。図１において、１は交流電路に接続したトラ
ンスで、トランス１の高圧側の交流電路には計器用変圧器（以下、ＰＴと称す）２と変流
器（以下、ＣＴと称す）３が接続されている。
【００１６】
４はＰＴ２の２次側に接続した発信装置付き電力量計，５は発信装置付き電力量計４の出
力に接続した電力量パルス入力部，６は電力量パルス入力部５の出力に接続した電力量パ
ルス入力計量部で、ＰＴ２，ＣＴ３，発信装置付き電力量計４，電力量パルス入力部５，
および電力量パルス入力計量部６によって外部パルス入力計量手段を構成している。
【００１７】
７はＰＴ２の２次側に接続した電圧入力部，８はＣＴ３の出力に接続した電流入力部，９
は電圧入力部７と電流入力部８のそれぞれの出力を接続した内部計量部で、ＰＴ２，ＣＴ
３，電圧入力部７，電流入力部８および内部計量部９によって高圧内部計量手段を構成し
ている。
また、１０は電力量パルス入力計量部６と内部計量部９の出力を接続した電力量計量選択
手段で、１１は電力量計量選択手段１０の出力を接続したデマンド電力演算手段である。
【００１８】
ここで、電力量パルス入力部５，電力量パルス入力計量部６，電圧入力部７，電流入力部
８，内部計量部９，電力量計量選択手段１０およびデマンド電力演算手段１１によってデ
マンド監視装置を構成している。
以上のように構成されたデマンド監視装置について、図１を用いてその動作を説明する。
まず、電力量計量選択手段１０により外部パルス入力計量手段か高圧内部計量手段かいず
れか１つだけ選択する。
【００１９】
電力量計量選択手段１０で外部パルス入力計量手段を選択した場合、高圧のＰＴ２からの
電圧と高圧のＣＴ３からの電流とが発信装置付き電力量計４に入力され、発信装置付き電
力量計４により電力量を計量し、その計量値を電力量パルスとして し、その電力量パ
ルスがデマンド監視装置の電力量パルス入力部５に入力される。入力された電力量パルス
は、電力量パルス入力計量部６にて１パルスごとにパルス定数を乗算し、電力量を計量す
る。また、発信装置付き電力量計４とデマンド監視装置の間にパルス受信用機器を経由し
てもよい。この方式では、電力会社の取付用発信装置付き電力量計のパルス入力を利用す
ることが可能であり、したがって取引メータと差異のない管理ができる。また、既設の発
信装置付き電力量計があれば、そのパルスを入力するだけとなるので、入力配線は２芯入
力線だけの工事となり、設置が容易である。
【００２０】
電力量計量選択手段１０で高圧内部計量手段を選択した場合、高圧のＰＴ２からの電圧と
高圧のＣＴ３からの電流とが発信装置付き電力量計４を経由せず、直接デマンド監視装置
の電圧入力部７と電流入力部８とにそれぞれ入力される。内部計量部９にてその電圧と電
流との波形入力から電力を計測し、電力量を計量する。この方式では、高圧のＰＴ、ＣＴ
より電圧、電流を入力する必要があるが、この場合別途外付の発信装置付き電力量計を必
要としなくなる。
【００２１】
また、電力量計量選択手段１０で選択された電力量の計量値からデマンド電力演算手段１
１によりデマンド電力演算を行うため、いずれの電力量の計量手段でも電力量計量選択手
段１０により選択して１機種のデマンド監視装置でデマンド監視を行うことができる。こ
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のため、いろいろな設備実態に応じて柔軟に対応することができる。
【００２２】
　なお、発信装置付き電力量計４とデマンド監視装置との間にパルス受信用機器を経由し
ても同等の効果が得られる。
　（実施の形態 ）
　この発明の第 の実施の形態を図２により説明する。図２において、１２は交流電路に
接続したトランスで、トランス１２の高圧側の交流電路には計器用変圧器（以下、ＰＴと
称す）１３と変流器（以下、ＣＴと称す）１４が接続されている。
【００２３】
１５はＰＴ１３の２次側に接続した発信装置付き電力量計、１６は発信装置付き電力量計
１５の出力に接続した電力量パルス入力部、１７は電力量パルス入力部１６の出力に接続
した電力量パルス入力計量部で、ＰＴ１３，ＣＴ１４，発信装置付き電力量計１５，電力
量パルス入力部１６，および電力量パルス入力計量部１７によって外部パルス入力計量手
段を構成している。
【００２４】
また、トランス１２の低圧側の交流電路にはＰＴ１８，ＣＴ１９を介した回路とＰＴ２０
，ＣＴ２１を介した回路の２回路が接続されている。
２２はＰＴ１８の２次側に接続されたフィーダ電圧入力部、２３はＣＴ１９の出力に接続
されたフィーダ電流入力部で、フィーダ電圧入力部２２の出力とフィーダ電流入力部２３
の出力とはフィーダ電力量計量部２６に接続されている。また、２４はＰＴ２０の２次側
に接続されたフィーダ電圧入力部、２５はＣＴ２１の出力に接続されたフィーダ電流入力
部で、フィーダ電圧入力部２４とフィーダ電流入力部２５の出力とはフィーダ電力量計量
部２７に接続されている。
【００２５】
そして、フィーダ電力量計量部２６とフィーダ電力量計量部２７の各出力は低圧電力量合
算計量部２８に接続されており、ＰＴ１８，ＣＴ１９，ＰＴ２０，ＣＴ２１，フィーダ電
圧入力部２２，フィーダ電流入力部２３，フィーダ電力量計量部２６，フィーダ電圧入力
部２４，フィーダ電流入力部２５，フィーダ電力量計量部２７および低圧電力量合算計量
部２８によって低圧電力量合算計量手段を構成している。
【００２６】
また、２９は電力量パルス入力計量部１７の出力と低圧電力量合算計量部２８の出力を接
続した電力量計量選択手段、３０は電力量計量選択手段２９の出力を接続したデマンド電
力演算手段であり、電力量パルス入力部１６，電力量パルス入力計量部１７，フィーダ電
圧入力部２２，フィーダ電流入力部２３，フィーダ電力量計量部２６，フィーダ電圧入力
部２４，フィーダ電流入力部２５，フィーダ電力量計量部２７，低圧電力量合算計量部２
８，電力量計量選択手段２９およびデマンド電力演算手段３０によってデマンド監視装置
を構成している。
【００２７】
以上のように構成されたデマンド監視装置について、図２を用いてその動作を説明する。
まず、電力量計量選択手段２９により外部パルス入力計量手段か低圧電力量合算計量手段
かいずれか１つだけ選択する。
電力量計量選択手段２９で外部パルス入力計量手段を選択した場合、高圧のＰＴ１３から
の電圧と高圧のＣＴ１４からの電流とが発信装置付き電力量計１５に入力され、発信装置
付き電力量計１５により電力量を計量し、その計量値を電力量パルスとして し、その
電力量パルスがデマンド監視装置の電力量パルス入力部１６に入力される。入力された電
力量パルスは、電力量パルス入力計量部１７にて１パルスごとにパルス定数を乗算し、電
力量を計量する。また、発信装置付き電力量計１５とデマンド監視装置の間にパルス受信
用機器を経由してもよい。この方式では、電力会社の取付用発信装置付き電力量計のパル
ス入力を利用することが可能であり、したがって取引メータと差異のない管理ができる。
また、既設の発信装置付き電力量計があれば、そのパルスを入力するだけとなるので、入
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力配線は２芯入力線だけの工事となり、設置が容易である。
【００２８】
電力量計量選択手段２９で低圧電力量合算計量手段を選択した場合、例えば、低圧２回路
の場合、１回路目では低圧のＰＴ１８からの電圧と低圧のＣＴ１９からの電流とがデマン
ド監視装置のフィーダ電圧入力部２２とフィーダ電流入力部２３とにそれぞれ入力され、
２回路目では低圧のＰＴ２０からの電圧と低圧のＣＴ２１からの電流とがデマンド監視装
置のフィーダ電圧入力部２４とフィーダ電流入力部２５とにそれぞれ入力される。フィー
ダ電力量計量部２６にてその１回路目の電圧と電流との波形入力からフィーダ電力を計測
し、フィーダ電力量を計量する。フィーダ電力量計量部２７にてその２回路目を前記と同
様に行なう。フィーダ電力量計量部２６、２７で計量された各フィーダ電力量を低圧電力
量合算計量部２８にて全て合算し、電力量として計量する。この方式では、低圧の各フィ
ーダの電力量を計量し、さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高圧側でのＰ
Ｔ、ＣＴを不要とするものである。
【００２９】
さらに、電力量計量選択手段２９で１つだけ選択された電力量の計量値から、デマンド電
力演算手段３０によりデマンド電力演算を行うため、いずれの電力量の計量手段でも電力
量計量選択手段２９により選択して１機種のデマンド監視装置でデマンド監視を行うこと
ができる。このため、いろいろな設備実態に応じて柔軟に対応することができる。
【００３０】
　なお、発信装置付き電力量計１５とデマンド監視装置の間にパルス受信用機器を経由し
てもよい。また、低圧における分岐回路数は何回路であってもよい。
　（実施の形態 ）
　この発明の第 の実施の形態を図３により説明する。図３において、３１は交流電路に
接続したトランスで、トランス１の高圧側の交流電路には計器用変圧器（以下、ＰＴと称
す）３２と変流器（以下、ＣＴと称す）３３が接続されている。
【００３１】
３４はＰＴ３２の２次側に接続した電圧入力部、３５はＣＴ３３の出力に接続した電流入
力部、３６は電圧入力部３４と電流入力部３５の出力に接続した内部計量部で、ＰＴ３２
，ＣＴ３３，電圧入力部３４，電流入力部３５および内部計量部３６によって高圧内部計
量手段を構成している。
また、トランス３１の低圧側の交流電路にはＰＴ３７，ＣＴ３８を介した回路とＰＴ３９
，ＣＴ４０を介した回路の２回路が接続されている。
【００３２】
４１はＰＴ３７の２次側に接続されたフィーダ電圧入力部、４２はＣＴ３８の出力に接続
されたフィーダ電流入力部で、フィーダ電圧入力部４１の出力とフィーダ電流入力部４２
の出力はフィーダ電力量計量部４５に接続されている。
また、４３はＰＴ３９の２次側に接続されたフィーダ電圧入力部、４４はＣＴ４０の出力
に接続されたフィーダ電流入力部で、フィーダ電圧入力部４３の出力とフィーダ電流入力
部４４の出力はフィーダ電力量計量部４６に接続されている。
【００３３】
そして、フィーダ電力量計量部４５，４６のそれぞれの出力は低圧電力量合算計量部４７
に接続されており、ＰＴ３７，ＣＴ３８，フィーダ電圧入力部４１，フィーダ電流入力部
４２，フィーダ電力量計量部４５，ＰＴ３９，ＣＴ４０，フィーダ電圧入力部４３，フィ
ーダ電流入力部４４，フィーダ電力量計量部４６および低圧電力量合算計量部４７によっ
て低圧電力合算計量手段を構成している。
【００３４】
また、４８は内部計量部３６の出力と低圧電力量合算計量部４７の出力を接続した電力量
計量選択手段、４９は電力量計量選択手段４８の出力を接続したデマンド電力演算手段で
あり、電圧入力部３４，電流入力部３５，内部計量部３６，フィーダ電圧入力部４１，フ
ィーダ電流入力部４２，フィーダ電力量計量部４５，フィーダ電圧入力部４３，フィーダ
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電流入力部４４，フィーダ電力量計量部４６，低圧電力量合算計量部４７，電力量計量選
択手段４８およびデマンド電力演算手段４９によってデマンド監視装置を構成している。
【００３５】
以上のように構成されたデマンド監視装置について、図３を用いてその動作を説明する。
まず、電力量計量選択手段４８により高圧内部計量手段か低圧電力量合算計量手段かいず
れか１つだけ選択する。
電力量計量選択手段４８で高圧内部計量手段を選択した場合、高圧のＰＴ３２からの電圧
と高圧のＣＴ３３からの電流とが発信装置付き電力量計を経由せず、直接デマンド監視装
置の電圧入力部３４と電流入力部３５とにそれぞれ入力される。内部計量部３６にてその
電圧と電流との波形入力から電力を計測し、電力量を計量する。この方式では、高圧のＰ
Ｔ、ＣＴより電圧、電流を入力する必要があるが、この場合別途外付の発信装置付き電力
量計を必要としなくなる。
【００３６】
電力量計量選択手段４８で低圧電力量合算計量手段を選択した場合、例えば、低圧２回路
の場合、１回路目では低圧のＰＴ３７からの電圧と低圧のＣＴ３８からの電流とがデマン
ド監視装置のフィーダ電圧入力部４１とフィーダ電流入力部４２とにそれぞれ入力され、
２回路目では低圧のＰＴ３９からの電圧と低圧のＣＴ４０からの電流とがデマンド監視装
置のフィーダ電圧入力部４３とフィーダ電流入力部４４とにそれぞれ入力される。フィー
ダ電力量計量部４５にてその１回路目の電圧と電流との波形入力からフィーダ電力を計測
し、フィーダ電力量を計量する。フィーダ電力量計量部４６にてその２回路目を前記と同
様に行なう。フィーダ電力量計量部４５、４６で計量された各フィーダ電力量を低圧電力
量合算計量部４７にて全て合算し、電力量として計量する。この方式では、低圧の各フィ
ーダの電力量を計量し、さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高圧側でのＰ
Ｔ、ＣＴを不要とするものである。
【００３７】
さらに、電力量計量手段選択手段４８で１つだけ選択された電力量の計量値からデマンド
電力演算手段４９によりデマンド電力演算を行うため、いずれの電力量の計量手段でも電
力量計量選択手段４８により選択して１機種のデマンド監視装置でデマンド監視を

ができる。このため、いろいろな設備実態に応じて柔軟に対応することができる。
【００３８】
　なお、低圧における分岐回路数は何回路であってもよい。
　（実施の形態 ）
　この発明の第 の実施の形態を図４により説明する。図４において、５０は交流電路に
接続したトランスで、トランス５０の高圧側の交流電路には計器用変圧器（以下、ＰＴと
称す）５１と変流器（以下、ＣＴと称す）５２が接続されている。
【００３９】
５３はＰＴ２の２次側に接続した発信装置付き電力量計，５４は発信装置付き電力量計５
３の出力に接続した電力量パルス入力部，５５は電力量パルス入力部５４の出力に接続し
た電力量パルス入力計量部で、ＰＴ５１，ＣＴ５２，発信装置付き電力量計５３，電力量
パルス入力部５４，電力量パルス入力計量部５５によって外部パルス入力計量手段を構成
している。
【００４０】
５６はＰＴ５１の２次側に接続した電圧入力部，５７はＣＴ５２の出力に接続した電流入
力部，５８は電圧入力部５６と電流入力部５７のそれぞれの出力を接続した内部計量部で
、ＰＴ５１，ＣＴ５２，電圧入力部５６，電流入力部５７および内部計量部５８によって
高圧内部計量手段を構成している。
また、トランス５０の低圧側の交流電路にはＰＴ５９，ＣＴ６０を介した回路とＰＴ６１
，ＣＴ６２を介した回路の２回路が接続されている。
【００４１】
６３はＰＴ５９の２次側に接続されたフィーダ電圧入力部、６４はＣＴ６０の出力に接続
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されたフィーダ電流入力部で、フィーダ電圧入力部６３の出力とフィーダ電流入力部６４
の出力とはフィーダ電力量計量部６７に接続されている。
また、６５はＰＴ６１の２次側に接続されたフィーダ電圧入力部、６６はＣＴ６２の出力
に接続されたフィーダ電流入力部で、フィーダ電圧入力部６５とフィーダ電流入力部６６
の出力とはフィーダ電力量計量部６８に接続されている。
【００４２】
そして、フィーダ電力量計量部６７とフィーダ電力量計量部６８の各出力は低圧電力量合
算計量部６９に接続されており、ＰＴ５９，ＣＴ６０，ＰＴ６１，ＣＴ６２，フィーダ電
圧入力部６３，フィーダ電流入力部６４，フィーダ電力量計量部６７，フィーダ電圧入力
部６５，フィーダ電流入力部６６，フィーダ電力量計量部６８および低圧電力量合算計量
部６９によって低圧電力量合算計量手段を構成している。
【００４３】
また、７０は電力量パルス入力計量部５５の出力，内部計量部５８の出力および低圧電力
量合算計量部６９の出力を接続した電力量計量選択手段、７１は電力量計量選択手段７０
の出力を接続したデマンド電力演算手段であり、電力量パルス入力部５４，電力量パルス
入力計量部５５，電圧入力部５６，電流入力部５７，内部計量部５８，フィーダ電圧入力
部６３，フィーダ電流入力部６４，フィーダ電力量計量部６７，フィーダ電圧入力部６５
，フィーダ電流入力部６６，フィーダ電力量計量部６８，低圧電力量合算計量部６９，電
力量計量選択手段７０およびデマンド電力演算手段７１によってデマンド監視装置を構成
している。
【００４４】
以上のように構成されたデマンド監視装置について、図４を用いてその動作を説明する。
まず、電力量計量選択手段７０により外部パルス入力計量手段か高圧内部計量手段か低圧
電力量合算計量手段かいずれか１つだけ選択する。
電力量計量選択手段７０で外部パルス入力計量手段を選択した場合、高圧のＰＴ５１から
の電圧と高圧のＣＴ５２からの電流とが発信装置付き電力量計５３に入力され、発信装置
付き電力量計５３により電力量を計量し、その計量値を電力量パルスとして発信し、その
電力量パルスがデマンド監視装置の電力量パルス入力部５４に入力される。入力された電
力量パルスは、電力量パルス入力計量部５５にて１パルスごとにパルス定数を乗算し、電
力量を計量する。また、発信装置付き電力量計５３とデマンド監視装置の間にパルス受信
用機器を経由してもよい。この方式では、電力会社の取付用発信装置付き電力量計のパル
ス入力を利用することが可能であり、したがって取引メータと差異のない管理ができる。
また、既設の発信装置付き電力量計があれば、そのパルスを入力するだけとなるので、入
力配線は２芯入力線だけの工事となり、設置が容易である。
【００４５】
電力量計量選択手段７０で高圧内部計量手段を選択した場合、高圧のＰＴ５１からの電圧
と高圧のＣＴ５２からの電流とが発信装置付き電力量計５３を経由せず、直接デマンド監
視装置の電圧入力部５６と電流入力部５７とにそれぞれ入力される。内部計量部５８にて
その電圧と電流との波形入力から電力を計測し、電力量を計量する。この方式では、高圧
のＰＴ、ＣＴより電圧、電流を入力する必要があるが、この場合別途外付の発信装置付き
電力量計を必要としなくなる。
【００４６】
電力量計量選択手段７０で低圧電力量合算計量手段を選択した場合、例えば、低圧２回路
の場合、１回路目では低圧のＰＴ５９からの電圧と低圧のＣＴ６０からの電流とがデマン
ド監視装置のフィーダ電圧入力部６３とフィーダ電流入力部６４とにそれぞれ入力され、
２回路目では低圧のＰＴ６１からの電圧と低圧のＣＴ６２からの電流とがデマンド監視装
置のフィーダ電圧入力部６５とフィーダ電流入力部６６とにそれぞれ入力される。フィー
ダ電力量計量部６７にてその１回路目の電圧と電流との波形入力からフィーダ電力を計測
し、フィーダ電力量を計量する。フィーダ電力量計量部６８にてその２回路目を前記と同
様に行なう。フィーダ電力量計量部６７、６８で計量された各フィーダ電力量を低圧電力
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量合算計量部６９にて全て合算し、電力量として計量する。この方式では、低圧の各フィ
ーダの電力量を計量し、さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高圧側でのＰ
Ｔ、ＣＴを不要とするものである。
【００４７】
さらに、電力量計量選択手段７０で１つだけ選択された電力量の計量値からデマンド電力
演算手段７１によりデマンド電力演算を行うため、いずれの電力量の計量手段でも電力量
計量選択手段７０により選択して１機種のデマンド監視装置でデマンド監視を

いろいろな状況の設備実態に応じて柔軟に対応することができる。
【００４８】
なお、発信装置付き電力量計５３とデマンド監視装置の間にパルス受信用機器を経由して
もよい。また、低圧における分岐回路数は何回路であってもよい。
【００５１】

　請求項 記載のデマンド監視装置によれば、２つの電力量の計量手段とその電力量計量
選択手段を設けることにより以下の優れた効果を奏するものである。第１に外部パルス入
力計量手段を選択する例では、運用の１つとして、電力会社の取引用発信装置付き電力量
計のパルス入力を利用することが可能であり、したがって取引メータと差異のない管理が
できる。いま１つの運用として、既設の発信装置付き電力量計があれば、そのパルスを入
力するだけとなるので、入力配線は２芯入力線だけの工事となり、設置が容易である。
【００５２】
第２に低圧電力量合算計量手段を選択する例では、低圧の各フィーダの電力量を計量し、
さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高圧側でのＰＴ、ＣＴを不要とするも
のである。
このようにいずれの電力量の計量手段でも電力量計量選択手段により選択して１機種のデ
マンド監視装置でデマンド監視を行えるため、前記のいろいろな状況の設備実態に応じて
柔軟に対応できるようにした優れた効果を奏するものである。
【００５３】
　請求項 記載のデマンド監視装置によれば、２つの電力量の計量手段とその電力量計量
選択手段を設けることにより以下の優れた効果を奏するものである。第１に高圧内部計量
手段を選択する例では、高圧のＰＴ、ＣＴより電圧、電流を入力する必要があるが、この
場合別途外付の発信装置付き電力量計を必要としなくなる。
【００５４】
第２に低圧電力量合算計量手段を選択する例では、低圧の各フィーダの電力量を計量し、
さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高圧側でのＰＴ、ＣＴを不要とするも
のである。
このようにいずれの電力量の計量手段でも電力量計量選択手段により選択して１機種のデ
マンド監視装置でデマンド監視を行えるため、前記のいろいろな状況の設備実態に応じて
柔軟に対応できるようにした優れた効果を奏するものである。
【００５５】
　請求項 記載のデマンド監視装置によれば、３つの電力量の計量手段とその電力量計量
選択手段を設けることにより以下の優れた効果を奏するものである。第１に外部パルス入
力計量手段を選択する例では、運用の１つとして、電力会社の取引用発信装置付き電力量
計のパルス入力を利用することが可能であり、したがって取引メータと差異のない管理が
できる。いま１つの運用として、既設の発信装置付き電力量計があれば、そのパルスを入
力するだけとなるので、入力配線は２芯入力線だけの工事となり、設置が容易である。
【００５６】
第２に高圧内部計量手段を選択する例では、高圧のＰＴ、ＣＴより電圧、電流を入力する
必要があるが、この場合別途外付の発信装置付き電力量計を必要としなくなる。
第３に低圧電力量合算計量手段を選択する例では、低圧の各フィーダの電力量を計量し、
さらにフィーダ電力量の合算計量としてあるので、高圧側でのＰＴ、ＣＴを不要とするも
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行うことが
できる。このため、

【発明の効果】
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のである。
【００５７】
このようにいずれの電力量の計量手段でも電力量計量選択手段により選択して１機種のデ
マンド監視装置でデマンド監視を行えるため、前記のいろいろなあらゆる状況の設備実態
に応じて柔軟に対応できるようにした優れた効果を奏するものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】　この発明の におけるデマンド監視装置のブロック図である。
【図２】　この発明の第 の実施の形態におけるデマンド監視装置のブロック図である。
【図３】　この発明の第 の実施の形態におけるデマンド監視装置のブロック図である。
【図４】　この発明の第 の実施の形態におけるデマンド監視装置のブロック図である。
【図５】　従来例におけるデマンド監視装置のブロック図である。
【符号の説明】
１、１２、３１、５０　トランス
２、１３、１８，２０，３２、３７，３９、５１、５９，６１　計器用変圧器（ＰＴ）
３、１４、１９，２１，３３、３８，４０、５２、６０、６２　変流器（ＣＴ）
４、１５、５３　発信装置付き電力量計
５、１６、５４　電力量パルス入力部
６、１７、５５　電力量パルス入力計量部
７、３４、５６　電圧入力部
８、３５、５７　電流入力部
９、３６、５８　内部計量部
１０、２９、４８、７０　電力量計量選択手段
１１、３０、４９、７１　デマンド電力演算手段
２２、２４、４１、４３、６３、６５　フィーダ電圧入力部
２３、２５、４２、４４、６４、６６　フィーダ電流入力部
２６、２７、４５、４６、６７、６８　フィーダ電力量計量部
２８、４７、６９　低圧電力量合算計量部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】
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